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事 務 連 絡 

平成２９年３月３０日 

所管業界団体 御中 

 

国土交通省自動車局旅客課 

 

 

中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画の認定について（周知依頼） 

 

 

平素から旅客自動車運送事業等の推進に関しまして格別のご高配を賜り厚く御礼申

し上げます。 

平成 28年７月１日に施行した中小企業等経営強化法では、「経営力向上計画」の認定

を受けた中小企業・小規模事業者に対して、経営力向上設備等の取得に対して固定資産

税の軽減や資金繰り等に対する支援を措置してきました。 

今般、平成 29 年度税制改正により、サービス業を中心とする中小企業の一層の生産

性向上を図る観点から、対象設備の種類が現行の「機械装置」から一定の「器具備品・

建物附属設備等」にまで拡充されました。（適用期限は２年間） 

さらに国税（法人税・所得税）における「中小企業投資促進税制」の対象設備のうち、

生産性向上に資する一定の設備について設けられていた「上乗せ措置」については、要

件に経営力向上計画の認定を追加した上で、一定の「器具備品・建物附属設備等」にも

対象を拡充した「中小企業経営強化税制」として改組されましたので、制度改正の概要

（別添「H29年度税制改正の概要(経営力強化税制の拡充)）について」もご参照下さい。）

を以下のとおりお知らせいたしますので、傘下事業者等に対して周知方よろしくお願い

いたします。 

 

 

１．制度改正の概要 
 
（１）中小企業の生産性向上のための固定資産税の特例 

【追加する対象設備】 

・中小事業者が認定計画に基づき、平成 30 年度末までに取得する一定の「器具備品・

建物附属設備等」 

・生産性を高める設備が対象（H29年・30年に新規取得。旧モデル比で生産性が年平均

１％以上向上する設備 ⇒ 工業会等による証明が必要） 
 

【特例措置】 

固定資産税の課税標準を、３年間１／２に軽減。 
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【対象地域・業種】（※地域･業種とも２年間は見直しを行わない。） 

① 最低賃金が全国平均未満（※1以外の 40道県）の地域 → 全ての業種が対象 

② 最低賃金が全国平均以上（※1の７都府県）の地域 → 労働生産性が全国平均未満※

２の業種が対象 
 

※1）東京、神奈川、大阪、愛知、埼玉、千葉、京都の７都府県） 

※2）旅客課関係事業の労働生産性については、別添の「(参考 4)対象業種(経営力

強化)」を参照）（日本産業分類による） 

 

＜バス・タクシー＞ 

（大分類 H）運輸業、郵便業 

（中分類 43）道路旅客運送業（バス、タクシー業） 

⇒※1）の全７都府県で労働生産性が全国平均未満のため対象となる。 

 

＜レンタカー＞ 

（大分類 K）不動産業、物品賃貸業 

（中分類 70）物品賃貸業（細分類）自動車賃貸業（レンタカー業） 

⇒※1）のうち神奈川と愛知のみ労働生産性が全国平均未満のため対象となる。 
 

＜運転代行業＞ 

（大分類 N）生活関連サービス業、娯楽業 

（中分類 79）その他の生活関連サービス業（細分類 7999）他に分類されないその

他の生活関連サービス業（運転代行業） 

⇒※1）のうち神奈川、大阪、愛知、埼玉、千葉のみ労働生産性が全国平均未

満のため対象となる。 
 

（なお、機械装置については、引き続き全国・全業種対象。） 

 

（２）中小企業経営強化税制の創設 

中小企業等経営強化法の計画認定に基づく設備投資を即時償却等で協力に後押し。従

来の機械装置に加え、器具備品や建物附属設備を広く対象に加えることで、サービス業

も含めて広く中小企業の生産性の向上に資する措置へと改組。（適用期限は２年間） 

① 生産性向上設備（Ａ類型） 

（生産性が旧モデル比で年平均１％以上改善する設備） 

② 収益力強化設備（Ｂ類型） 

（投資収益率が年平均５％以上の投資計画に係る設備） 

 

以上、対象設備の拡大等に伴って、税制措置の適用を受ける場合の認定業務のおおま

かな流れは以下のとおりとなります。 

○（1）固定資産税の特例及び（2）①生産性向上設備（Ａ類型）の適用を受ける場合 



 

3 

 

⇒工業会から証明書を取得後、計画申請書と証明書を合わせて事業所管省庁に申請 

○（2）②収益力強化設備（Ｂ類型）の適用を受ける場合 

⇒投資計画について経済産業局の確認書を取得後、計画申請書と確認書を合わせて

事業所管省庁に申請 

 

これら手続きの詳細については、以下の中小企業庁のウェブサイトをご参照下さい。 

 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2017/170315kyoka.htm 

 

 

２．旅客自動車運送事業等分野における経営力向上計画の認定申請について 
 

バス・タクシー、レンタカー及び運転代行業等、国土交通省の旅客自動車運送事業等

の所管に係る経営力向上計画については、「中小企業の新たな事業活動の促進に関する

基本方針」（平成 17 年総務省・厚労省・農水省･経産省・国交省告示第 2 号）にしたが

って記載していただきまして、管轄する各地方運輸局自動車交通部旅客（一・二）課、

沖縄総合事務局運輸部陸上交通課あてに申請書を提出して下さい。 

 

 

（参考：添付資料） 

・H29年度税制改正の概要（経営力強化税制の拡充） 

・経営力向上計画に係る認定申請書（新様式） 

・（参考 4）対象業種（経営力強化） 

 

http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2017/170315kyoka.htm



